
特定非営利活動法人急増で活気

1995年の阪神淡路大震災後、ボラン

ティアと市民活動団体（NPO・NGO）

が活躍し、日本でも市民活動への関心が

高まった。さらに1998年、特定非営利活

動促進法が成立、施行され、一定の要件

を満たす組織が特定非営利活動法人とし

て社会的に認知されることになった。国

家、自治体財政の破綻に象徴される日本

社会の閉塞状況を打破し、21世紀の日本

社会を支える1つの軸として、NPO・

NGOに期待と関心が寄せられている。

内閣府の集計によると、上記の特定非

営利活動促進法に基づく特定非営利活動

法人は、1998年12月1日の施行以来、

受 理 数 7727、 認 証 数 6828に達 した

（2002年4月26日現在）。毎月190の特定

非営利活動法人が生まれている計算だが、

この１年間の増加数は月平均250を超え

ており、このペースで増え続けると来年

の同時期には特定非営利活動法人の数は

１万を超えることになる。

特定非営利活動法人として法人格をも

つ NPO・ NGOが 増 え て い る 一 方 、

NPO・NGOの大半は法人格をもたない

任意団体であり、その数は十万とも数十

万とも言われ、全貌を把握するのは非常

に難しい。またNPO・NGOの多くは専

従スタッフをもたず、経済的な基盤が確

立した団体はごく少数である。行政、企

業に代わる第三のセクターとして、今後

いっそうの成長が望まれる。

多様化しつつあるネット利用

市民コンピュータコミュニケーション研

究会（JCAFE） は、1993年の

設立以来、全国数百のNPO・NGOに対

してインターネット利用環境の提供、技

術サポート、コンサルティングなどの支援

を行い、のべ数千人のNPO・NGO関係
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者に対して講習、講演を行ってきた。そ

の経験をもとに、日本のNPO・NGOの

インターネット利用状況をまとめてみる。

■救援物資配送にSCMを導入

まず、この１、２年で情報やインター

ネットを活用することの重要性の認識が

広まり、NPO・NGOの運営課題の1つ

として取り上げられるようになってきたこ

とが言える。またインターネット上のサー

ビスの多様化やインターネット活用支援

組織の充実により、NPO・NGOにとっ

ての選択の幅も広がってきた。たとえば

日本災害救援ボランティアネットワーク

では2002年4月、救援物資の配送にサプ

ライ・チェーン・マネジメント（SCM）

を導入した。企業の業務効率化のために

開発された手法が市民活動に活かされた

例と言える。一方、コンピュータやイン

ターネットにかけられる経済的、人的資

源は非常に限られており、十分に活用し

ている団体は多くはない。

■67人を落選させた韓国の「落選運動」

欧米や韓国の市民団体を見ると、日本

よりもかなりネット利用が進んでいる。特

に韓国では、マスコミに対するオルタナテ

ィブなメディアとして市民がインターネッ

トを積極的に活用しており、非常に多く

の市民団体がインターネットによる情報

発信に力を入れ、成果を挙げている。た

とえば2000年4月の総選挙に際し、韓国

で最も影響力をもつ市民団体の１つであ

る参与連帯の呼びかけにより、千以上の

団体が連帯した2000年総選挙市民連帯

はインターネットを駆使したキャンペーン

を実施した。102人の落選対象候補者を

発表し、そのうち67人を落選させたこと

は記憶に新しい。

募金サイトとネット地域通貨の流通

インターネット上でNPO・NGOを経

済的に支えるしくみの1つとして、ドネー

ション・ポータル（寄付・募金サイト）

が多数生まれている。ViVa!ボランティア

ネット が2000年 7月 に始 めた

ViVa!投げ銭システムのほか、2001年に

はe-ボランティア・ネット 、NGO

ア リ ー ナ 、 GambaNPO.net

、Think the Earthプロジェク

ト など多数のサイトが立ち上がっ

た。2001年には米国同時多発テロやアフ

ガニスタン空爆などの大変不幸な行為が

なされたが、その被害者の救援活動や武

力行使反対運動を行うNPO・NGOが注

目されるとともに、それらの活動へのオン

ライン寄付・募金が多数集まった。

しかしながら、特に日常の地道な活動

に対する寄付・募金は集まりにくく、日

本ではまだ寄付・募金の文化が育ってい

るとは言い難い。このような現状をふま

え、上記のドネーション・ポータルの横

の連携も生まれてきている。キャンペーン

を共同で行うなど、広く市民活動を支え

る動きができることを期待したい。

また、オルタナティブな通貨として地

域通貨が日本でも普及しつつある。主に

地域コミュニティーの諸問題を解決する

手段として市民が発行する通貨で、日本

国内に数十の地域通貨コミュニティーが

できている。オンラインのコミュニティー

での通貨としては、柄谷行人氏らによっ

て結成されたNAM の有志が構想、開発

したネット地域通貨「Ｑ」の流通が2001

年11月に始まった。運営はNAMとは独

立した組織Qプロジェクト が行

う。現在の資本主義経済の問題点を解消

する試みの1つとして注目される。

知的所有権と独占

著作権、特許などの知的所有権と独占

の問題も、インターネットと市民社会を

考える上で無視できない。インターネッ

トを中心とする情報通信技術は、本来地
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特定非営利活動法人は毎月250のハイペース増加
募金サイトの活躍、ネット地域通貨誕生に注目
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球公共財の1つとして、情報や通信サー

ビスをあまねくゆきわたらせることによっ

て、より公平な社会を作ることにその意

義があるはずである。確かにインターネッ

トの普及によって、市民が必要とする情

報を容易に得られるようになったが、逆

に情報と富の過度の集中（つまり貧富の

差の拡大）をもたらしていることも事実

である。

デジタル情報は、その再生産（コピー）

と流通（転送）にコストがほとんどかか

らないという特性をもっており、利用者

が多いほどサービスの利便性が増す「ネ

ットワーク外部性」が働くため、いった

ん勝者になるとそれが持続しやすい（ロ

ックイン効果）。また、知的所有権に関

する法制度は近年ますます利用者の権利

よりも権利者の保護を優先するものとな

りつつある。

もちろん情報の生産にはすべてコスト

がかかっており、そのコストを回収するた

めに情報やサービスを有償で提供するこ

とはまったく正当である。ただ、富の過

度の集中を抑えるためのしくみとして、た

とえば情報料による収入に上限を設け、

一定の収益を得た情報（ソフトウェア、

データベースなど）は人類の共有財産と

して無償で提供する、といったことも考

えられてもいいのではないだろうか。

ネットワーク社会は、シェアウェア、

P2Pなど、これまでの市場経済システム

にない、新しい価値交換／流通システム

を生み出してきた。またオープンソースの

台頭など、ソフトウェア開発のコミュニ

ティーや産業構造を大きく変えうる動き

も起こっている。前ページの「募金サイ

トとネット地域通貨の流通」で述べた新

しい動きとあわせ、より公正な社会の実

現のために情報通信技術が活用されるこ

とを願う。

急増するインターネット活用支援組織

特定非営利活動促進法では、特定非

営利活動の活動分野として、国際協力、

環境など12の分野が定められているが、

現在、４ないし５分野の追加が検討され

ており、その中の一分野として情報通信

も盛り込まれる予定である。インターネ

ット活用支援組織はこの１、２年でとみ

に増え、現在100を超えると言われてお

り、市民活動における分野として確立し

つつあることの反映と言えるだろう。

■期待が高いストリーミング活用

インターネット活用支援組織が提供す

るサービスは、インターネットの普及や技

術の変化に伴って大きく変わってきた。

サーバー提供サービスでは、従来は接続

サービス、メール、ウェブ環境の提供が

中心だったが、現在は独自ドメインによ

るホスティングへと重点が移っており、今

後はNPO・NGO事務所でのサーバーの

運用とそれに伴うセキュリティー対策が

重要になってくると思われる。また

NPO・NGOの情報活用支援としては、

従来はメール、メーリングリストの設定、

ホームページ制作、データベース構築な

どの講習や代行支援が中心であり、それ

らのニーズはこれからも継続すると思われ

るが、今後はブロードバンドの普及に伴

ってストリーミングサーバーの提供とコン

テンツ制作支援のニーズが高まると思わ

れる。ストリーミングはNPO・NGOにと

っての新しい表現手段として期待が高い。

■米国の市民活動支援サービス

インターネット活用支援組織は全国各

地域に生まれているが、米国などと比べ

ると数の上でも活動内容の充実ぶりでも

雲泥の差がある。米国では数千のインタ

ーネット活用支援組織が活発に活動して

おり、市民活動に特化したサービスも多

数生まれている。たとえばイベントコーデ

ィネート、ボランティアマッチング、政策

提言、助成金獲得といった市民活動特有

の活動を支援するものや、寄付・募金、

オークション、ショッピングといったEC、

さらに会計、会員管理、グループウェア、

オンライン教育、研究調査といった運営

サポートなど、市民活動のさまざまな場

面で活用できるサービスが多数提供され

ている。日本では市場が極めて小さいこ

ともあり、市民活動に特化したサービス

はまだほとんど生まれていない。

NPO・NGOの社会における存在が、

日本ではまだまだ小さいという根本的な

問題はあるが、インターネット活用支援

組織がより効果的に市民活動を支援して

いくために、今後、ノウハウの共有、人

的交流、さらにシステムの共同開発、運

用など、活動の連携が望まれる。

（浜田忠久　市民コンピュータコミュニケーション研究

会 共同代表）

インターネット白書2002 187

www.jcafe.net

viva.cplaza.ne.jp

www.e-volunteer.ne.jp

www.ngo-arena.org

www.gambanpo.net
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図1　ネット地域通貨「Ｑ」を運営するQプロジェクト

図2　募金・寄付のポータルサイトe-ボランティア・ネット
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